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アジア経済危機を経たタイ経済 
 
稲田 十一 
 
はじめに 
 
筆者が初めてタイを訪問したのは 1985 年である。以来、アジア経済危機がおこる 1997 年以
前に何度かタイを訪れた。アジア経済危機以降は、筆者の主たる研究対象がより低所得の途上
国に移っていったことから、（経由地としてのバンコクの空港は別として）あまりタイ国内を訪
問する機会がなく、今回タイを訪れたのは久々である。 
タイのこの 10－20 年間の変化はいうまでもなくきわめて大きい。以下では、タイ経済の長
期的な変化を踏まえて、今回の調査旅行でえたタイ経済の印象をまとめてみることにしたい。 
 
第１節．これまでのタイ経済の発展過程 
 
過去 20 年間のタイ経済の成長率（実質 GDP 成長率）の推移を見たのが図表 1 である。 
 
図表１．タイの実質 GDP 成長率と失業率の推移（％） 
 
 
 
 
 
 
 
（注）ADB, Key Indicators of Developing Asian & Pacific Countries 等より作成。 
 
（１）1980 年代後半からアジア経済危機まで 
タイ経済は、1980 年代後半から急速な経済成長を遂げた。よく知られているように、1985
年のプラザ合意以降の急速な円高により、日本企業の現地進出が急拡大したことが大きく作用
している。とりわけ 1988-90 年は連続して年率 10%を超える経済成長をとげた。筆者がたびた
びバンコクを訪れたのはこの頃であり、訪問するたびにバンコク市内の交通渋滞が年々ひどく
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なっていくのを実感していた時期である。 
タイ経済は、1992 年のカンボジア和平によりさらに好景気を迎える。この時期、タイによる
インドシナ半島の市場への進出が急拡大していった。当時のチャチャイ首相による「戦場から
市場へ」というキャッチフレーズはあまりにも有名である。筆者は 92 年にカンボジアにいく
機会があったが、当時のプノンペンでのタイ資本の持つ重みは大きく、フローティング・ホテ
ル（川に船を浮かべてホテルにしたもの）など復興需要を当て込んだタイ・ビジネスが至ると
ころで目についた（復興ブームが一段落するとともに消え今はもうない）。90 年代前半におけ
るタイの成長率は平均で約 8％であり、失業率はおよそ１％程度の低い水準を維持していた。 
こうした好景気に水を指したのが、1997 年夏におこったアジア金融危機である。その年の夏、
筆者は世界銀行のコンサルタントとしてアメリカのワシントン DC にいた。タイへの経済支援
は日本が中心となって他のアジア諸国とともにとりまとめていったが、タイ支援策のとりまと
めの時点ではこの金融危機が他のアジア諸国全体に波及していくとは予想されていなかったこ
とを記憶している。現実には、タイを発端とする金融危機はインドネシア・韓国など、アジア
全域に波及していき、それとともに IMF の金融支援に伴う経済改革の処方箋の是非をめぐる
論争が激しく戦わされたことは記憶に新しい。 
 
（２）アジア経済危機後のタイ経済 
アジア金融危機後のタイ経済は、先の図表 1 にも示されているように、97 年にはマイナス成
長になり、98 年には－10%以上のマイナス成長を記録し、大きなダメージを受けたことが示さ
れている。また、図表 2 に示されるように、為替制度が「ドル・ペッグ」から変動相場制に移
行し、バーツはドルに対しおよそ半分に下落した（今日ではかなり回復している）。金融政策に
関しては金融危機後、いったん急速な引き締め政策を行ったが、景気低迷とともに逆に低金利
による景気刺激策に転じていった。 
また、タイはもともとアジア地域の中では比較的自由主義的な経済運営をしていた国である
が、アジア経済危機以降は更にさまざまな経済改革や自由化が推進された。経済危機後（2001
年）に成立したタクシン政権は、ＩＭＦや世界銀行の改革路線に従い経済自由主義路線を採用
したが、その一方で｢タクシノミクス(Thaksinomics)｣と呼ばれる、とりわけ農村部に対する景
気刺激をかねた公的資金のばらまき政策も行った。 
タイの経済は 1999 年にはＶ字型回復を遂げ、2000 年以降、かつてほどの高度成長ではない
が、年率 5％前後の持続的成長を続けており、失業率も 1%台まで低下している。このタイ経済
の復活に何が貢献したかの評価については、ＩＭＦの改革路線が結局は正しかったとか、タク
シンの景気刺激策がそれなりに効果をもたらしたとか、さまざまな議論があるが、タイの金融
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当局の適切なマクロ経済運営はその鍵の一つであろう。持続的な成長を達成するため、タイの
金融当局は 2000 年以降インフレ・ターゲット政策をとっている。今回の調査旅行でタイ中央
銀行を訪問したが、おおむねこの政策はうまくいっているとの説明であった。 
 
図表２．タイの為替レートおよび金融政策の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）Don Nakornthab, “Thailand’s Monetary Policy since the 1997 Crisis”, February 2008, p.3. （タ
イ中央銀行でのプレゼンテーション資料） 
 
 
第２節．今日のタイ経済 
 
バンコクを見る限り、タイ経済はすでに中進国のレベルに達している。今日のタイ(バンコク)
経済の進展度合いを象徴するいくつかの側面を、以下で取り上げてみることにしよう。 
 
（１）自動車産業 
1974 年に公開された「007 シリーズ」の映画「黄金銃を持つ男」の撮影の舞台はタイである。
その一シーンにバンコクの市内を車で追いかけるシーンがある。中心部に今でもあるナライ・
ホテルも映っているが、興味深いのは、走っている車のほとんどすべてがアメリカ車であるこ
とである。この時代はまだベトナム戦争直後で、米国はそれまでタイを反共の砦として多額の
経済援助を投下していた時代であり、日本の存在は今日に比べると格段に小さかった。 
時代が変わって今日、バンコクを走っている車のほとんどが日本メーカーの現地生産車であ
る。トヨタの乗用車、日産のピックアップトラック、いすゞの SUV 等が代表的である。トヨ
タのカローラをベースとしたバンコクのタクシーは日本よりかなり色彩が派手である。また、
－ 21 － 
今回の調査で、日産およびいすゞの現地生産の自動車工場を見せてもらう機会があった。 
以下の図表 3 は、1963 年にいすゞが現地工場を設立して以来今日（2007 年）までの自動車
販売台数の推移である。これをみても、1975 年以前の販売台数はごくわずかであり、日本車が
増え始めるのは 1976 年から、本格的には 1988 年からであることがわかる。他方、1997－99
年のアジア経済危機時の落ち込みはきわめて大きく、金融危機のダメージが如何に大きかった
かがわかる。近年は回復基調にあるが、それでもアジア経済危機直前の半分の水準である。 
 
図表３．タイ・いすゞの自動車生産台数の推移（台／年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）タイいすゞ自動車での会社側プレゼンテーション資料を撮影したもの(2008 年 3 月)。 
 
（２）公共輸送機関(高架鉄道) 
1989 年にバンコクを訪れた際、日本が ODA(円借款)で支援するバンコク通勤輸送力増強事
業が完成間近で、現地大使館のアレンジで試運転の電車に乗ったことがある。市内の交通渋滞
を少しでも緩和させるための公共輸送機関の能力増強を支援する事業であるが、その後もバン
コク市内の交通渋滞はひどくなる一方であった。今回の調査旅行で利用したバンコク市内の高
架鉄道(BTS: Bangkok Transit System)は、その後 1995 年に建設を開始し 99 年に完成した
BOT 方式による事業である。今でも交通渋滞はひどいが、トゥク・トゥク（三輪タクシー）の
数が減り、こうした公共輸送機関の整備が進みはじめたのは大きな変化である（写真参照）。 
大きく変わったのは、鉄道の周辺の町並みと、華やかになったショッピング街である。高架
鉄道の料金は一回の乗車につきおおよそ 10－40 バーツで日本円にして 40－120 円、現地の
人々にとっては安いとはいえないが、若者向けの巨大ショッピングモールが周辺に立ち並び、
土・日ともなると若者を中心に買い物客や観光客で満員の状態となる。その光景は、中進国化
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したタイを象徴するものともいえよう。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）バンコク市内で筆者撮影（2008 年 3 月） 
 
（３）携帯電話通信網 
タイの経済成長を象徴するもう一つ現象は、携帯電話の普及や IT 化の進展である。タイ統
計局が 2007 年に実施した調査によると、タイの携帯電話の普及率は 47.2%、コンピュータ普
及率が 26.8%、インターネット普及率が 15.5%である。特にバンコクだけとってみると、携帯
電話普及率が 68.4%、コンピュータ普及率 40.2%、インターネット普及率 29.9%に達する。ま
た年齢別で見ると、若い世代(15-24 歳)では全国平均で、コンピュータ普及率 51.8％、インター
ネット普及率 39.7%とされており、近年のタイの IT 普及の進展はめざましい。タクシン元首
相が急成長する携帯電話ビジネスで大もうけをしたというのも、よく理解できる。 
以下の図表４は過去 10 数年の日本とタイの携帯電話普及率の変化を示したものであるが、
タイと日本との差は近年縮まっており、タイの日本との遅れはおよそ 5 年程度の差でしかない。
IT 化という点では、急速に途上国と先進国との差が縮まっていることがうかがわれる。本論で
は詳述しないが、筆者は 2006 年から 07 年にかけてバングラデシュとスリランカについて電話
能力拡充事業の調査をしたが、今日の途上国における携帯電話の普及や IT 革命の進展は、我々
の想像をはるかに超えるスピードと規模で進展しており、それが人々の生活に与える社会的な
インパクトもきわめて大きい。（稲田十一・飯沼健子（国際協力銀行委託調査）『通信サービス・
アクセスの家計・企業へのインパクト（バングラデシュ・スリランカ）報告書』2007 年 11 月
30 日、を参照されたい。専修大学学務課にファイルで保管してある。） 
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図表４．タイ及び日本における携帯電話普及率（1000 人あたり台数）の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）世銀『世界開発報告 2007』(原資料は ITU：国際通信連合資料)等より作成 
 
 
終わりに 
 
今回のタイ(バンコク)調査旅行は、タイの経済発展の進展ぶりを理解し、中進国さらにはそ
の先に向かって進みつつある途上国の姿の一端を実感する上で、きわめて有意義な旅であった。
今回の調査旅行をアレンジして下さった社研の関係者(とりわけ引率者として多くの労をとっ
て頂いた村上先生)に感謝したい。 
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